
 

 

 

 

 

武蔵野市住民投票制度に関する有識者懇談会 
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日時：令和５年 10月 23日（月） 

  場所：武蔵野市役所西棟４階 412会議室 
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午後６時 開会 

 

１．開  会 

◯行政経営・自治推進担当課長 定刻になりましたので、第３回武蔵野市住民投票制度に

関する有識者懇談会を開催いたします。本日はお忙しい中、市役所までお越しいただきま

して、ありがとうございます。 

 本日の議題ですが、次第にありますとおり、まず次第２が前回の続きになります。「本

市の代表民主制との関係」。次第３が「対象事項」ということで、新しい論点になります。

大きく分けてこの２つを今日ご議論いただければと思います。 

 それでは、ここから進行は座長にお願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いしま

す。 

◯Ａ委員 それでは、皆様、本日もどうぞよろしくお願いします。 

 

２．本市の代表民主制との関係 

◯Ａ委員 今、お話がありましたとおり、前半、半分程度で次第２「本市の代表民主制と

の関係」、つまり市が採用している代表民主制の原理および仕組みとの関係での議論とい

うことですが、これは前回ある程度やりました。ですから、それの続きということになり

ます。それが前半ということです。では早速これについて、事務局より説明をお願いいた

します。 

◯行政経営・自治推進担当課長 それでは、資料１をご覧ください。 

 1 ページ目をめくっていただきまして、２ページ目に目次がございます。前回からの続

きという形になっておりますが、２カ月たっておりますので、前回いただいたご意見も振

り返りたいということでまとめております。枠で囲んでいる部分になります。具体的に申

し上げますと、７ページからになります。 

 ７ページから、事務局の説明のポイント、それに対していただいたご意見という形でま

とめております。前回は目的、それから意義について、事務局から説明をし、それに対し

てご意見をいただきました。市民みずから争点を設定していくというのが、１つ、特徴か

と思いますけれども、市民によるアジェンダ設定という表現で議論が深められたかと思い

ます。意義としましては、象徴としての意義もあるだろうというお話がございました。 

 ８ページをご覧いただきたいと思います。二元代表制との関係で申しますと、補完か修
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正か。西尾先生のまとめを一つベースにしてご議論いただきましたけれども、修正ではな

いだろう、補完だろうということだったかと思います。 

 ８ページの下のほうです。これは今日の議論の続きになりますけれども、「投票実施前

の代表機関の関与」という部分についても、幾つかご意見をいただいております。 

 ９ページは、投票結果の尊重義務について、ここがかなりいろいろご意見をいただいた

部分かと思います。法的拘束力があるのかないのか、投票結果、尊重義務の重みというと

ころだったと思います。今、重みと申し上げましたが、法的拘束力はないんだろうという

ことで、事務局としても整理しておりますが、それをどういうふうに表現するかは別とし

て、やはり一定の重みがあるんだろうということでございました。 

 10ページもその続きでございます。 

 11 ページは、アジェンダ設定という表現もいただきましたので、それも使いながら、

自治体の政策決定過程と自治基本条例に基づく住民投票制度がどういった関係にあるのか

ということで、事務局で図解をしてみたものでございます。一番下ですけれども、市政に

関する重要事項ということで、住民のほうからアジェンダを設定していくという機能が一

つあるんだろうと。ただ、これはプロセスの一番最初の段階かとも思います。あくまでそ

のうちの１つなのかなと事務局としては思っております。例えば、ある程度政策決定過程

が進んだ後に異議申し立て的に行われる、そういった機能もあるかなと思います。 

 ここで黒い星印がつけられているのが本日のテーマになります。対象事項であったり、

代表機関の関与のあり方、それから尊重義務に関連しまして、成立要件についてご意見を

いただければなと思います。 

 12 ページでございます。ここからは前回の資料をそのまま出しております。説明もそ

のときに済ませておりますので、改めてご説明をいたしませんが、投票実施前の代表機関

の関与として、議会、市長がありますけれども、どういったものがあるのか。この論点を

設定した趣旨でございますけれども、令和５年度予算を審議するに当たって、議員のほう

から、議会の議決をかませる必要があるのではないのかといったご提案もいただいており

まして、今後、市民と熟議をしながら議論するに当たって、そういったところまで選択肢

として広げて考えられるのかといったところを、理論的にご意見をいただければなと思い

ます。理論的な選択肢として可能であれば、そこはウイングを広げて、市民の方と熟議を

していきたいと考えております。 

 もう１つでございますけれども、17 ページをご覧いただきたいと思います。尊重義務
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の要件としての成立要件でございます。非常にシンプルな表現になっておりますけれども、

事務局側の問題意識としましては、成立要件として何％かというものもございますが、投

票率で設定していたのか、あるいは得票率で設定していたのか。日本の常設型の住民投票

制度では、投票率をとっているところが多いですが、一部、得票率の自治体もございます。

海外でもそういった例がある。これはどちらにするべきなのかというのを事務局としても

考えあぐねております。理論的にどちらがいいのかというのは答えが出せるのかというこ

とも含めて、今日はご議論いただければと思います。 

 資料１については、説明は以上になります。 

◯Ａ委員 前回で、特にどの部分がまだ議論が足りないかという判断は難しいのですが、

一応全体をなめてはみたということで、今日はそれを前提にして、どこからでも結構です

ので、もう一度反すうしてみようと思いますが、そういうことでよろしいでしょうか。 

 それでは、前回の議論において、あるいはその後、お考えになって、今、気になってい

ることがございましたら、まず出していただきたいと思います。どなたからでも。 

◯Ｂ委員 議会の関与と市長の関与というところで、若干、中途半端になっていたような

記憶があって、正確でなかったらまた確認いただければと思うのですが、設定されたアジ

ェンダがいろんな意味で不適切である場合もあるだろうということで、そういうときに市

長が判断をして、ある程度規制することは必要じゃないかという議論が片方にあったよう

な気がするのです。議会のほうは、そもそも議会が取り上げていないから、あるいはそれ

が十分じゃないからという形で抜けているところがあって、果たして議会の関与がかなり

強い形で必要かどうかというのは慎重じゃなきゃいけないかなと。市長と議会で関与のあ

り方が若干異なって、事前に何でもかんでもいいというわけにはいかないんじゃなかろう

か、その場合は市長の判断が適切ではなかろうか、議会については少し慎重である必要が

あるんじゃないか、そんなところが議論としてあったような気がします。 

 その辺はどう選択するかという問題だろうと思うんですが、議会の前もっての関与を認

めるとするならば、アジェンダ設定の部分の市民、住民からの提起をどう尊重するかとい

うこととどうしても関連してしまうだろうということを押さえる必要があるのかなと思い

ます。 

 市長の関与は、あくまでいろんな意味で不適切な設定がされている場合に、それをチェ

ックするという意味では市長がやるしかないかな。その点についてはある程度市長にかか

るということが必要なのかなと思います。 
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 とりあえず、うろ覚えと、私のちょっとした整理としてはそんなところです。 

◯Ａ委員 話の糸口をどうもありがとうございます。確かに、代表制システムとの関係と

いうことで「代表機関」と言ってしまうと、議会と長とではそれぞれ住民投票問題へのス

タンスがちょっと違うところがあるわけですね。 

最後に言われたのは、長はある程度のチェック機能は持たざるを得ないんじゃないか

ということだと思います。その問題は、本日の後半の対象事項の書き方の問題とかけ合わ

せると具体的なイメージが出てくる、そういうものなのだろうと思いますが、対象事項を

とにかく何らかの形で書く以上は、それに沿って行われる市長の代表者証明書発行の際の

判断が問題になるわけですね。 

 それに対して、議会のほうはどうか。最初の事務局からのご説明の中で、議会の議決を

かませるべきだという意見があるということがありました。それに対して最初からガッチ

ャンコの論争、けんかをするつもりはないのですけど、もし住民投票制度を考えるのであ

れば、議会にブロック機能を持たせるというのはちょっと自己矛盾に近い話かなという気

はするのです。 

 その先は、私のもやもやした感じなのですが、住民投票への市民の声が起きてきたとき

に、議会としてどういう対応をすべきなのかという文脈で考えると、単純に議会の議決、

つまり住民投票をやっていいよ、やるよという議決を必要条件とするというのが、その１

つではあります。けれども、それ以外にも、何らかの形で事前に議会としての、あるいは

議員集団としての意見を表明させて、住民投票を推進しようとする人の立場とは別に、そ

れも併せて市民の判断に委ねるという手もあるだろうし、それからもう１つは、筋は違い

ますけど、議会が、確かに今まで自分たちがアジェンダとして上げてなかった問題だけれ

どもこれは何かやらなきゃいけないよねと考えるのであれば、議会のほうで対応すること

はあり得るわけです。そこを、制度として、そういう対応を議会でしますかということで、

その時間的余裕を与えてあげる、そういう制度設計もあるかなと思うんですね。その辺、

議会の事前関与という場合に、手法としては、硬いものからやわらかいものまで、対決的

なものから融和的なものまで、バリエーションはあり得るかなと。その辺はこれからの制

度設計上、考えられる余地のある話かなという気がしています。 

 皆様からは、いかがでしょうか。別に今の話に縛られることはありませんが。 

◯Ｃ委員 議会がどう関係するのか、市長がどう関係するのか。特に代表制機関の関与で

すけれども、僕自身がちょっとよくわかっていないところはあるのですが、例えば議会が
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あるテーマに関して住民投票にかけようよ。議会の３分の２以上の議決があって、議会の

ほうから、このテーマについては住民投票にかけようよと言ったものに関しては、住民投

票条例に書き込むべきなのか、それは必要ないのかというところがあるかと思うのですね。

別に諸外国がどうのこうのというのは関係ないかもしれない。ただ、制度化しているとこ

ろでは、議会の関与を認めるところもあるし、日本の住民投票条例の中でも、常設型の中

でも議会の関与を認めているところがあります。ただ、そのときに、どの程度にするのか

というところは制度設計だと思うのですね。 

 基本的に執行機関の首長から提案するということはあまりしていないというか、多くの

ところでしていない。それはなぜかというと、いわゆる住民投票がプレビシット的と言わ

れますけれども、自分の都合のいいように住民投票を使ってしまう。住民の声を自分の支

持のために使ってしまうということがあるので、首長の発議は認めないところが多いわけ

ですけれども、そのあたりのことを考えると、議会にはある程度発議を認めることもある

のかなと思う一方で、ただ住民から出されたものに関して、それはだめだとか、いいとか

いう判断はまた別なのかなと私は思います。住民が、これは住民投票にかけてくれと常設

型でやったものに対して、前提としては先ほどＡ先生がおっしゃったように、対象が何に

なるのかということによっても、かなりそれは変わってくるかもしれませんが、対象とし

て挙げられているものであれば、基本的に住民投票にかけてもいいじゃないかと。ただ、

かけるんだけれども、それに対して、これはかけるべきだ、これはかけるべきではないと

いうことは、議会が判断すべきではないのではないかと私は思っております。 

 そうすると、常設型の住民投票条例の意味がなくなってしまいますので、それだったら

そもそも常設型の住民投票条例にしなくても、いわゆる直接請求制度で住民投票条例をつ

くってくれというのとあまり変わらなくなってくるのではないのなと思います。個人的な

考えというか意見でありますが。 

◯Ａ委員 ちょっと質問、いいですか。前半のほうで、一定の要件のもとに議会の側から

住民投票の提案をするという構想のお話がありましたが、議会がそういう提案をする合理

的な事情というのはどうなんでしょうか。ある政策について議会の中で賛成・反対とある

けれども、ここは議会の多数決で決めるのではなく住民投票の結果で、単純化して言えば

住民の多数決で決めるほうがいいだろうと、そういう判断を議会がするということですか。 

◯Ｃ委員 そういうことですね。ですから、今挙げた例は、いわゆる諮問型ではなくて決

定型のほうですので、議会のほうで僅差でもめているようなときに、最終的にそこは住民
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投票で決めましょうよ、ないしはこれは住民投票で決めたほうがいいんじゃないかという

声が多くなったときに、それを実施するということですね。 

◯Ｄ委員 今のＣ先生の、プレビシットという形で住民投票を市長なり議会なりが悪用す

るような観点はもちろんなんですけれども、資料の 12 ページで、まずは住民投票ができ

るかもしれないという状況になった後で、実際に住民投票を実施するか否かの前に、議会

なり市長の関与なりが必要かどうかということも重要なのかなと思っております。市長の

関与に関しては、最初にＡ先生がおっしゃったように、対象事項の申請のところで既にか

むという形になっているので、もし同じ二元代表制という形で、代表制の両方の立場をか

ませるというような、それを公平と言うのかどうかわかりませんが、そういった形で考え

るとするならば、議会の関与を何らかの段階において入れるべきだろうかという形になる。

そもそも住民投票が行われるかもしれないというのは、武蔵野市の自治基本条例に基づく

住民投票制度では住民の発議によるのがスタートとなるのですから、そういった形で考え

るとどうなのかなと思いました。 

 その点では、私としては、西尾先生が議会の関与ということに随分肝入りされていらっ

しゃって、そこは私も理解がなかなか難しいと思ったんです。西尾先生の考え方はかなり

アメリカの経験に乗っていらっしゃるところがおありですので。その利点とすれば、住民

が住民投票しようとするときに、住民投票の意義とか論点について、代表者である議会の

人たちが精密に話し合う機会を持つことが、結局は住民投票の投票の際にいろんな意味で

資料となり得るんだろうというメリットはあるかなと思ったんですね。ただ、そこであま

りにも議会の関与に強さを持たせてしまうと、せっかくの下から出てきた住民投票の意義

というものを危殆ならしめてしまうのではないかとかいうことは思いました。 

 ですから、私は、議決は不要だけれども、議決以外の関与という形で、例えば声明を出

すとか、それは会派ごとなどで構わないと思うのですけれども、そういった形のものがい

いという気もしなくもないのですね。ただ、その声明にもそれなりの強さがあるのだよと

いう議論になると、また話は別だとは思うのですけれども。 

◯行政経営・自治推進担当課長 Ｃ先生から、議会発議という話が出ましたので、ちょっ

と補足をさせてください。 

 武蔵野の自治基本条例 19 条に基づく住民投票制度では、発議は住民だけに限定してお

ります。第２回の資料でも補足をさせていただきましたが、自治基本条例の懇談会で、市

長の発議権を認めることはちょっとプレビシットということもありまして、それはないだ
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ろうと。もう１つ、議会の発議権を認めるとどういうことになるか。それは議会の権限放

棄を認めることになるのではないかというご意見もありまして、そういった議論を踏まえ

て、武蔵野では議会の発議は盛り込んでおりません。３分の２で、特別多数の議決でとい

うのもありますけれども、特別多数の議決は基本的には法律事項でございますので、条例

では増やせないたてつけになっております。 

 この論点でございますけれども、先ほどＡ先生がおっしゃったように、議会の関与とい

ったときに、硬いものからやわらかいものまであるだろうと。完全に拒否権のような硬い

ものであれば、それは現行の直接請求制度の課題をなぞるようなものになってしまうだろ

うし、もう少し何かやわらかい関与のあり方がないのかというのが問題意識としてござい

ます。 

 12 ページの資料をつくってから考えたことでございますけれども、関与といった場合

に、どのタイミングでかというのもあるかと思います。直接請求制度では、署名が集まっ

た後、住民投票を実施する、その判断のときに、議会はかかわってくるわけです。 

 もう１つ、関与するタイミングの候補としては、署名集めをする前に、代表者署名申請

という段階も選択肢としてあるのかなと思います。そこを資料に盛り込んでいけばよかっ

たのですけれども、時間軸という視点も必要なのかなと事務局としては考えております。 

◯Ａ委員 今の、時間軸の話は資料には盛り込んでないという点ですが、11 ページの表

で言うと、②の下のほうですね、これが住民発議の住民投票の流れということになります

が、そこの、署名の前に、代表者証明書の申請と発行があるわけですね。市民の誰かが住

民投票をやりたいという意向を持っていることが、そこで公式に出てくる。その段階で議

会に何か発言をさせるかという話ですよね。その辺がこの図の中に書き込まれていくとい

うことなんだろうと思います。 

 Ｄさんは、議会の関与について、方向としてはその方向を言われたんだろうと思うので

すけれども、資料 11ページで言えば、「代表機関の関与のあり方」という星印のついてい

る点線の先が両向き矢印になっていて、ここが今議論をしている関与のところなんですね。

この矢印は横に太いんですけれども、時間軸でいくと、いろんなタイミングでの関与があ

り得るわけですね。そこに「投票運動」と書いてあるのは、代表者なり、住民投票を推進

したいという人たちが、首尾よく署名を集めて、住民投票の実施が決まったときに、賛成

投票を促すための運動をする、あるいはまた、反対の人は反対の運動をするかもしれない、

それがここにある投票運動ということですけど、そのあたりにまで、議会の意見はこうで
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すよ、あるいは議会のこれこれの会派の意見はこうですよと、そういう形で議論の素材が

投入されていくということですね。 

◯Ｄ委員 今、先生がおっしゃった時間の経過のようなことまでは、私も考えが至ってお

りませんでした。資料の 12 ページからだと、議会の関与が必要だという形になると、実

施が不可とか、実施できるとか、そういう話でしたので、これはあくまでも実施前のこと

を考えているんだろうと思っていたんですが、実はそれだけではなくて、３段階くらいに

分けられるかなと。市長が申請に関してオーケーを出す前に議会が出すという段階と、市

長がオーケーを出した後でも、いや、議会はこう考えていますよと、住民投票を実施でき

るかの前に議会の何かの形の関与を挟めるということ。あるいは、実際に実施されること

になって、投票運動、２週間とかになるのかと思いますけれども、その間に議会が自分た

ちの意見を間に合うように出すことも確かにあり得るのかなという気がいたしてきました。 

 でも、第３段階目のときには、もう実施が不可とか可能とか、そういった形までの影響

を及ぼすことはできず、政治的な影響だけにとどまると思うんですけれども。 

◯Ａ委員 そこは、特別の資格、権限に基づく発言ではなくて、投票運動の中に投入され

る様々な意見の１つということになるんでしょうね。 

◯Ｅ委員 議会の関与についてのほかに、市長の関与についてもちょっとお聞きしたいの

ですが、実際にかけられた条例案では、住民投票の対象事項を市政に関する重要事項とい

うふうに第４条２項で定義をいたしまして、署名を集めたところで市長に提出して、市長

が市政に関する重要事項該当性を確認して、確認ができたときに住民投票に移るという判

断のプロセスになっております。 

 市政に関する重要事項のところには、かなり明確な判断基準が書いてあるものも、例え

ば人事、財務に関する事項、金銭の徴収、給付に関する事項は住民投票にかけられないと

書いてあるわけですけれども、第６号の住民投票に付することが適当でないことが明らか

な事項では、かなり抽象的な書きぶりをしておりまして、この規定を活用すると、市長は、

これは嫌だなと思ったことについては、かなり抽象的な説明でこれは重要事項に当たりま

せんと言って、署名が集まったのに住民投票ができないというブロック機能を果たせてし

まうように思います。そういう場合に、住民投票を求める人は、何か不服の申し立てがで

きるのかがちょっとわからないのです。これは行政処分ではないので、取り消し訴訟とか

義務づけ訴訟はできないような気もするのですが、ここはどうなのかなということをお聞

きしたいのです。 
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◯行政経営・自治推進担当課長 実際に取消訴訟という形で裁判が起こされたケースはご

ざいます。どういったロジックかというのは、私も細かいところはあれですけれども、一

定の処分性を認めた上で、裁判所のほうで取り上げられたというケースはございます。代

表者証明申請に対する却下通知というのですか、それに対しては、処分性と言っていいの

かあれですけれども、そういったものを帯びるのかなと考えております。ここはＡ先生に。 

◯Ａ委員 裁判例を精査していませんけど、資料の中にはそういう裁判例が出てくるし、

ざっと考えると、恐らくこれは申請に対する応答で、処分性はあるんだろう、そういう解

釈で多分いいんだろうと思うんですね。そうなれば、今の行政訴訟制度で言えば、証明書

交付拒否処分に対しては取消訴訟ができますし、取消訴訟だけじゃなくて義務づけ訴訟も

できるし、そうなると、これは急いで進めなければいけないんだよということであれば、

仮の義務づけの決定を求めることもできる。裁判所への手段としてはいろいろあり得るこ

とになるんじゃないかと思いますけど。 

◯Ｅ委員 そうすると、請求をする代表者はどういうポジションで請求していることにな

るでしょうか。自分の権利のために住民投票請求権のようなものがあると解せばいいんで

すか。 

◯Ａ委員 抽象的に言えば、住民投票を請求し得る市民の利益というのが観念できて、制

度的に言えば、この局面で代表者証明書の交付という規定があればその交付を求める行為

は一種の申請であるということになるんではないですかね。 

◯Ｅ委員 じゃ、最終的にはブロックされるかどうかは裁判所が審査できる問題である、

そういう前提で条例もつくられていると理解をすればよいということで、よくわかりまし

た。 

◯Ｃ委員 例があったのは広島ですよね。広島市民球場は住民投票の対象になるかならな

いかを裁判で争って、これは住民投票の対象にならないと市長が判断したんだけれども、

それに対して訴訟を起こした。裁判では結局市長の判断は妥当だということになったわけ

です。 

◯Ａ委員 ということで、代表者証明書の申請から始まって、ずっとプロセスが進んでい

く中で、長はもちろんですけど、議会がどう噛んでいくか、どのような可能性があるかと、

そういう話だと思って、今、議論を追っかけていました。 

 その際に、差し当たり議会の立場に限って言えば、これは当然のことかとも思うし、皆

さんもそれを前提として議論されているのかもしれませんが、議会が意見を言うというと
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きに、何を言うのか。一方で、今回提案されているその政策はノーである、法的に無理だ

ということもあれば、政策的にばかげているよということもあるかと思いますが、いずれ

にしても内容的にノーだという場合と、他方では、議会で議員たちが考えて、アジェンダ

に載っけなかった、あるいは、載っけたけど審議の結果はノーということになったわけで、

その過程にも問題はありません、だから、本件に関しては、代表制の原理に則り、議会の

判断を尊重していただいて、決着済みということにしましょうよと、そういう意味で、住

民投票に付することそのものが適当でないという意見の場合もあるわけですね。議論を整

理するためには、議会のほうでもその２つのテーマをはっきりと分けて考えていただいて、

市民に対して何か議会の意見を投げたいというのであれば、そこもはっきりさせたほうが

いいのかなと思っています。いずれにしろ、その２つがあるんじゃないかなという気がす

るので、そのことをちょっとつけ加えておきたいと思います。 

 代表機関の関与に関して、ほかにいかがでしょうか。 

◯Ｃ委員 先ほどはいろいろご意見をいただきまして、ありがとうございます。私が考え

ていた議会の関与、議会からの発議というのはなかなか難しいということ、そもそもそれ

を前提としてないということでありました。ただ、私が外国の例としてちょっと紹介させ

ていただいたんですが、その上でなんですけれども、いわゆるレファレンダムになるかと

思うんですね。イニシアチブとレファレンダムでいくと、イニシアチブではないと思うん

です。なぜそういうことを言っているかというと、全く何もないところから政策提案をし

ていくというのがイニシアチブだと思うんですね。レファレンダムというのは、あるテー

マに関して、例えば住民投票を制度化している国なんかだと、このテーマに関して議会が

決定したことに対して住民投票にかけることができるとしているんですね。そうすると、

何も決まってないところから、ゼロから出るのはイニシアチブで、議会で決定した、ただ

議会の決定が妥当かどうかを判断するというのがレファレンダムの仕組みなんですね。 

 そういった整理がない形で日本ではいろいろ議論されているんですが、どのタイミング

で住民投票の発議ができるのかということが、僕自身、いまいちよくわからないのです。

どこの条例を見ても、このタイミングでというのは特にないんですね。だから、どこでも

できるような形になっているんだけれども、そうなるとそうなったで、今度は議会がどこ

で関与してくるのか。場合によっては、住民投票をやってくれという形で住民のほうから

出てきたけれども、議会の関与によっては、それを潰そうと思えば潰せちゃうことだって

あり得るんじゃないか。 
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 そういうふうに考えると、どのタイミングでとかいうことがあまり整理されていない。

整理する必要がないのかもしれないけれども、そこら辺のところは、つまり、どこでもい

いからとにかく請求できるようにしておくというような、いわゆるイニシアチブ型のもの

なのか。議会がある程度決定したり議論しているテーマに関して、住民投票をかけられる

ようにするのかというあたりの整理は特にする必要がないのか、しなくていいのか、して

ないのかということがちょっとよくわからないのです。 

◯行政経営・自治推進担当課長 前回もたしかそういったご意見をいただいたと思います。

事務局の理解としましては、海外にあるレファレンダム、それからイニシアチブと、この

条例に基づく住民投票制度というのはやはり違うんだろうと考えております。あえてレフ

ァレンダム的なものを日本で求めるならば、地方特別法に対する住民投票というのはレフ

ァレンダム的なものなんだろうと思います。国会でまずは法案を決めて、それに対して諮

るという意味ではレファレンダムだろうと。ただ、イニシアチブという、全くないところ

から住民が発議して、そして住民が投票で決する、完全に議会をスルーという仕組みが今

のところ日本で条例レベルであるかというと、そうではないんだろうと。だから、非常に

日本的な制度であって、海外のイニシアチブ、レファレンダムと完全に一致するものでは

ないんだろうということで、事務局としてはそこは割り切って区別して考えております。

全く違う制度であると。 

 ただ、住民がみずから争点を設定するという面では、イニシアチブ的な側面も一つある

んだろうなと思います。ただ、それは完全に議会をパスして、自分たちで提案して、自分

たちで決める、一般的に言われているようなイニシアチブではないだろうと考えておりま

す。 

 先ほど先生がご指摘されたように、日本の常設型の住民投票制度の検討過程を見ますと、

政策過程のどこでやるかという検討はされてないんだと私も感じておりましたので、前回

いただいたご意見を踏まえて、11 ページですけども、あえて模式化してみたというのは、

そういった問題意識もございました。アジェンダ設定ということで、議会や長が全くアジ

ェンダを設定しない、要は政策過程でいいますと、非常に初期の段階で提案されるという

パターンもあれば、公共施設の検討のように、ある程度検討が進んだ政策過程の中盤、後

半になって初めて反対運動が起きて、住民投票が使われるというケースも日本ではあるだ

ろうということで、どの段階でというのはなかなか特定しづらいのかなというのが実感で

ございます。 
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◯Ｃ委員 そのあたりが、外国がよくて、日本のはよくないとか、そういうことを言う気

はさらさらないので、日本のやり方があると思うんですが、ただそこら辺の整理がないま

ま議論していくと、結局いつまでたっても、どこでどうなの、いろんな関与の仕方がある

よねというところで、何かモヤモヤとした感じで議論が進んでいくんじゃないかという気

がするものですから、それであえて質問させていただきました。 

◯Ａ委員 そのモヤモヤというところで、もう一つ突っ込ませていただきたいのです。さ

っきの話で、例えば、住民投票の請求が出てきて、署名の前でも後でも、どの段階でもい

いですけど、議会の側から、提案されている内容で住民投票により賛否を問われるのは非

常にまずい、そうではなく、これこれの提案内容で住民投票をやるのなら、それは議会と

して参考にする、結果が出ればそれは尊重しますよと、そういうような対案みたいなもの

をどこかの段階で議会が出せるか、そんな設計はどうですかね。そのようなことであれば、

長についても考えられるかもしれませんけど。 

◯Ｃ委員 私の理解では、あくまでもそういう点であるとイニシアチブだと思うんですね。

イニシアチブとして提案を出してきて、例えばこういう制度をつくってくれというのが出

てきて、それに対して議会が住民からの声に合わせて、「わかりました。こういう制度を

つくりましょう。では、これを自分たちで検討しますよ」ということであれば、それはそ

れで成立する。それは住民の意を酌んでつくったということであればいいと思うんですが、

それに対して、「いや、そんなものは要らないよ」とか、そうでなくて否決するとか違う

ものを出すんであれば、住民が出してきた案と両方かけるとか、それに対して意見を表明

する。最終的には住民が住民投票である程度意見表明するというのがイニシアチブだと思

うんですね。レファレンダムというのは、決まったテーマに関して、それに賛成か反対か

ということだから、議会が決めたテーマに対してということになると理解しているんです。 

 今のでいくと、住民が出してきたものに対して、議会側からちゃんとそれを酌んだもの

が出てくるとなれば、住民の側の意が通っているということであれば、何も住民投票にか

ける必要がないんだと思います。ということでよろしいですか。 

◯Ａ委員 そこであまり時間をとってはいけないのかもしれませんけど、私は何となく訴

訟のイメージで考えていまして、原告側からこういう請求をしてきた、被告側としては、

それがそのまま通っちゃったら私は立場がなくなる、だから、私としてはこういう解決で

いきたい、ということで、訴えに対して反訴を提起する。両方が逆方向で向かい合うとい

う話になるのですけど、基本的にそういう筋で議会の関与を組み立てる可能性はないかな
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とも思ったんですね。 

◯Ｂ委員 これまでの話で考えたのは、うまくいくのかわからないですけど、まずこうい

うテーマで住民投票を請願したいという段階で、それだったらこっちのほうがいいよとか、

そういう意味で最初のところで議会が何らかの意見表明をして、請願を提案している人は

それを加味して変える可能性を残しておくというのが１つと、あと、請願が終わって、投

票に入るというときに、議会としてはその問題については既に議論していて、こういう理

由でやめたんですとか、あるいは議会としてはこうこう、こういう事情があるので、それ

を諮ること自体が困るんですとかいうような。だからといってやめさせるというわけには

いかないと思うんですけども、意見表明といいますか、議会としてはこうしてきたので、

これを踏まえて住民投票にかけてほしいというようなことを表明する機会があったほうが

いいかな。 

 １つ思ったのは、いずれにせよ投票にかかったときには、各会派とかいろんな人が自由

に発言するわけですから、入れるとしたら、制度的に議会がここでこういうことをすると

いうので限定しないと、何かおかしなことになっちゃうかなという感じはちょっとしまし

た。基本的には投票に入るときに、いろんな人がいろんなふうに自由に発言できるわけで

すから、議会が制度的にどこかで関与して意思表明するとしたら、議会としてこういう検

討をしてきて、こういう結論になって、こういう理由だったんだということを改めてそこ

で意見表明するなりということに限定しないと。別の事情で、それを住民投票にかけても

らっては、こうこう、こういう理由で議会として困るんだということを言うなり、そうい

う設計をしないと、できるかどうかはわからないですけど、難しいかな。そんな感じがい

たしました。 

◯Ｅ委員 今のお話ですけれども、レファレンダム型になるか、それともイニシアチブ型

になるかは、請求者がどういうタイミングで署名を集め出すかによると思うので、この仕

組みだと、どちらかには限定できないかと思います。 

 それから、議会が意見を表明するということですが、議会は議会で、別に議決等を行っ

て意見を表明することが禁止されるわけではないので、とてもまずい投票が行われそうに

なっていると思えば、こういう理由で実施に反対する決議のようなものを出せばいいし、

あるいは署名が集まっているところを見たときに、それは確かにやったほうがいいと思っ

て、いわば先回りで実現をしてしまうというような対応もあり得るかと思います。仮に議

会の対応によって住民投票をやる意義がない、あるいは議会の指摘がもっともで、住民投
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票が不適切であるということであれば、先ほどの市長の、市政に関する重要事項かどうか

の判断のところでそれを加味すればよいというたてつけになっているように見えます。 

 また、投票に当たって、議会の表明した意見を市民がどう判断するかということについ

ては、例えば条例案の第 25 条で、市長の情報提供の条文がありまして、住民投票をやる

場合には、恐らく選挙公報のような、情報提供のための様々な広報をすると思うのです。

その広報の中に、議会が議決した住民投票に関する意見を付するというようなことは現在

の条例案でも十分あり得ると思いますし、もしそこで議会の関与も必要であれば、例えば

情報提供の条文のところで、仮に議会が意見を議決した場合には、それもあわせ提供する

ものとするということを書き入れる手法もあり得るかなと思いました。 

◯Ａ委員 代表機関の関与については、いろんな制度設計のアイデアがあり得るのかなと

いう感じもします。それが設計図にしたときに成り立つ設計なのかどうかというのはさら

に精査しなければなりませんが。今日のところは、いろいろご意見を出していただくとい

うことで、この程度にしたいと思います。 

 今日の前半のもう１つのテーマは、尊重義務の要件、つまり、住民投票が成立したら結

果尊重義務が生ずる、では、そこにいう成立に関して何らかの要件をかませるかという話

ですが、これについて、改めてご意見をいただきたいと思います。 

◯Ｃ委員 成立要件ですけれども、多くの住民投票条例で、投票率 50％、２分の１とい

うところが多いかと思うんです。投票率 50％というのは、半分以上の人が関心を持って

投票してないといけないんじゃないかということがあるんだと思うのですけれども、ただ

それだと、例えば投票率 50％にしないために、住民投票をやらせたくない、ないしは提

案に対して否定的な勢力が反住民投票運動みたいなのを起こして、住民投票させないキャ

ンペーンみたいなのをやる例が過去にもあったんです。そうなると、意味がなくなってし

まうんじゃないか。 

 そういうことを考えると、得票率でやってもいいのではないかと思います。というのは、

例えば投票率 50％というので、投票率 50％の中で過半数ということで成立するんだとし

たらば、得票率で考えると 25％ということになるだろうし、実際に全有権者の中でどれ

くらいの得票があったのかということで成立要件を捉えてもいいのではないか。日本であ

まりそういうのはないのですけれども、有権者に占める賛成なり反対が何％かというとこ

ろでの判断でもいいのかなと思っています。そのほうが、違うところに議論が行くような

ことは避けられるのではないかと思います。 
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◯Ｂ委員 確認なんですけど、今の得票率というのは、投票した人の賛成の比率という理

解でよろしいですか。 

◯Ｃ委員 はい。 

◯Ｂ委員 そこに一応基準を持つんだけど、それを見れば、投票率が幾らで得票率が幾ら

となっていれば、全体の有権者の中の賛成が何割かというのは計算できる。それは参考に

できるかもしれないけれども、要件としては得票率で持てばいいんじゃないかという趣旨

ですね。 

◯Ｃ委員 どれくらいの人が賛成票を投じたかということを、当日の有権者から判断する。

ですから、例えば賛成を 25％、30％というところに設定しておけば、結果的に 25％とい

ったら投票率 50％の 50％というので、同じことになる。ただ、さっき言ったように、

49％だと開票もしないとかいうところが出てくるので、それではあまりじゃないかという

ことで、得票率というのは今言ったような有権者に占める得票がどれくらいかということ

を判断するんだけれども、そこは 30％にするのか、25％にするのかというところは議論

があるかと思いますが、そのほうが投票としては、成立ということで考えれば、合理的な

のではないかと私は思います。 

◯行政経営・自治推進担当課長 今の得票率の定義について、補足をさせていただきたい

と思います。分母に有権者といいますか、投票資格者総数を持ってくるのか、当日の投票

総数を持ってくるのかで２パターンあると思います。どっちでもいいと思うんですけども、

今回議論をどっちかに統一しなければいけないと思いまして、資料の 19 ページでは、表

の右下でございますけれども、議論を統一させるために、ここでの得票率は、分母は投票

資格者総数という形で設けております。得票率制を設けている他の自治体の規定もそうい

うふうになっております。ただ、少数でございまして、全体で 76 の事例を調査して、得

票率制をとっているのは５団体でございました。割合は、３分の１が３団体、４分の１が

２団体でございます。 

 もう一つ、調べていて気づいた特徴でございますが、これら５団体は、尊重義務の対象

として、投票結果について定義をつけております。武蔵野はございませんけれども、投票

結果を有効投票総数の過半数とあえて定義した上で、得票率制を設けております。 

 あともう１点でございますけれども、投票率か得票率かで差がつく部分は、おっしゃっ

たとおりボイコットの有無だと思います。ただ、この問題を議論するときに、その視点だ

けでいいのか、ほかの視点もあり得るのか、あるいは軽重も考えなければいけないなと思
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いますし、理論的にどういうふうに答えを導けばいいのか、ボイコット運動以外の視点も

あり得るのかというところですね、そこも事務局としては迷っているところでございます。 

◯Ａ委員 あえて申し上げたいのですけど、ボイコット運動ってよくないんですか。なぜ

よくないのか。 

◯Ｅ委員 投票にかけられた案件に反対をする人が、どういう投票行動をとるのが一番い

いかという判断が難しくなるというのが問題かと思います。つまり、どういうことかとい

いますと、例えば自分が行かなければ投票率が達しないというときに、行かないほうが有

利である。でも、自分が行かないことによって、反対票が１票減ってしまうわけですから、

もしほかの誰かが行って投票が成立しちゃうと、自分が行けば否決票を入れられたのに入

れられなくなるということで、反対票を投じる人が非常に複雑な判断を要求されてしまう

わけです。 

 一方、得票率制の場合には、ボイコットする意味がほとんどないので、投票に行って反

対票を投じるのが、反対の人にとっては一番いいことになる。投票率で切るというやり方

は、反対者にとって、反対投票する人にとって、行動がとても難しくなるので、あまりい

い要件ではないのではないかという指摘があったかと思います。 

◯Ａ委員 ゲームのルールは必要なわけで、あるルールを立てた場合に、プレイヤーが勝

つためにどうすればいいのかの判断がすごく複雑になるということですね。それはわかり

ますけど、それに関連して伺いたいのですが、住民投票の請求が成立するための署名の必

要数は、いま議論している投票率や得票率の問題と比べると、もっとハードルが低いです

よね。必要署名数というのは、投票有資格者の何分の１？ 

◯行政経営・自治推進担当課長 自治基本条例 19 条ではそこまで定められていません。

これから住民投票条例の議論で定めていく。 

◯Ａ委員 それはまさか 50％にはならないですよね。 

◯行政経営・自治推進担当課長 そうですね。 

◯Ａ委員 50％にならないとすると、署名が集まって、住民投票を実施することになった

としても、実施することに賛成した人が半数を超えていないという状況はあり得るわけで

すね。そのときに、ずっと前に私が言ったことと関係するんですけど、投票を求められて

いる中身についての賛否じゃなくて、その問題は代表である長と議会に任せておこうよ、

若干専門性もあるだろうし、信頼してそちらに任せているのだから、住民投票の方法を使

って決めるのは反対だという意見はあり得るし、議会の側からも、そのように市民を説得
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する、一定の署名は集まったにしてもやっぱりこの問題は住民投票で決めないほうがいい

よというキャンペーンをやる、それは悪いことなのかという問題もあるわけです。もしそ

ういうキャンペーンが正当なものとして成り立ち得るんだとすると、住民投票の結果が成

立するかどうかということについては、提案内容に賛成の率ではなくて投票率が、まずま

たぐべき敷居になるのではないかと思っているんです。 

◯Ｄ委員 50％要件は、結果を公表するか公表しないかという形でよく使われていたとこ

ろです。それはそれとしまして、そもそも成立するかしないかという要件になることはあ

りますけれども、そもそも成立したとして、どのくらいの人が反対に投じたか、賛成に投

じたかということも、あける、あけないかというところでまずすごく重要になっていたよ

うな気もするんですね。もちろん、それだけではないですけれども。そうなった場合でも、

今回の住民投票の条例案の場合においては、成立、不成立ともに開票するという形になっ

ていますので、そこにどういうふうにボイコット運動というものを意義づけていくかとい

うのは、おもしろい観点だなと思ったんですね。 

 それとともに、ボイコット運動による弊害、資料で言うと 21 ページのｂとｃのところ

だと思うのですけれども、積極的な投票不参加が少ないというところで、もしかするとＡ

先生がおっしゃったのは、ｃのところに関係させてくる話になるのかと。要するにほかは

白けちゃっているよというところもあるのかなと思ったりしたんです。ただＡ先生のお話

だと、議会が、こんなのはそもそも住民投票の投票事項としてふさわしくないというお考

えだったということですので、そういった場合には、積極的なボイコット運動に意義づけ

をするということですよね。 

◯Ａ委員 そういう方向で考えるのは議会関係者だろうけれども、それで市民のある程度

の比率を説得できればいいわけです。中身に賛成か反対かにかかわらず投票所には行かな

いという選択が正しいんですよ、という説得の仕方です。 

◯Ｄ委員 そうなってしまいますと、議会と市民の立場で考えた場合、どうなんでしょう

か。市民が政治に参加していくよという、自治という形のものをまさに表明しようとして

いるときに、議会がそのような形での関与というか働きかけをしていくことの問題が次に

問われるべきだと思うのです。ですから、投票事項という形での切り方ももちろんあると

は思うのですけれども、それに対しての運動という形での議会の働きかけですよね、そう

いった問題が推奨されるものか。まさにそここそ、避けるべきものなのかというところに

あるのではないかと思うのです。 
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◯Ｂ委員 こういう考え方もあるかなと思うのは、今、武蔵野の案として、いずれにせよ

賛成、反対の分布といいますか、結果は公表するということならば、投票率で成立、不成

立を判断するという手もあるんじゃないか。つまり、いずれにせよ、有権者全体の中で意

見分布がそこで確認できるならば、議会はそれを参考にはできるわけですね。そのときに、

やっぱり半分以上の人が、その率も考えればいいわけですけれども、これだけの人が住民

投票を認めて投票したということで成立しているものであるから、尊重すべきだという考

え方をするというのも１つの手じゃないか。もし成立しなかったら一切見せないというこ

とならば、これはかなり重大で、それはどうなのかなと思うのですが、いずれにせよ開票

結果を見せるならば、投票する人がこれだけの人がいると成立、いなければ不成立。ただ、

不成立でも、意見分布はこうですよという整理の仕方も一つあるのかなという気がしまし

た。 

◯Ｃ委員 そうすると、成立するかしないかとかいう要件はほとんど意味がないような感

じがするんです。どっちにしても開いて結果を知らせるのであれば、後は議会のほうで判

断してくださいよ。たくさんの人が賛成しているとかいうことであれば、ある程度議会は

それに従わざるを得ないというか、尊重しなきゃいけなくなるだろうし、そうでなければ、

別に尊重することもないよねという判断もできるのかもしれない。そうすると、成立要件

とか何かというのは、そもそも何でつける必要があるのかなということにはならないかな

と思ったんです。 

◯Ｂ委員 私は最初はそっちだったんです。どっちみち、強制できるわけじゃなくて、結

果を見て議会が判断するとすれば、成立する・しないは問うことはあまりないかなと思っ

ていたんですけれども、今出た、住民投票そのものが適正であるかどうかということをも

し問題にするならば、かつ、いずれにせよ、全ての結果を公表することになっているなら

ば、この住民投票は適切であるかという意味で成立する・しないという基準を設けるのは

一つの考え方かなと思ったということなんです。私の中の経緯としてはそういう感じです。 

◯Ａ委員 投票所に行くということは、この問題は住民の多数の意思を明確にしてそれを

代表機関に尊重してもらうという筋道が適当だよねと思うから、投票所に行く。自分がそ

こで賛成か反対かどちらかの票を投じたとして、それと違う結果が出てもそれは尊重され

るべきなんだよねということも了解の上で行くということなんだろうと思うんですね。お

まえは法律家だからそんなことを言うけどと言われるかもしれませんけど、私は、住民投

票制度を導入するからには、市民にそこまでの認識と判断能力を十分備えていただきたい、
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その上で投票所に行く・行かないを決めるようにしていただきたい、そういう立場からす

ると、投票率が大事だと思うんですね。理論的には 50％というのは一番説得力があると

思いますけど、それは難しいだろうからもうちょっと切り下げるというのも政治的判断と

してあり得るのかもしれませんが、そこはまだよくわかりません。そんなふうに考える次

第です。もちろん、ここでそういうふうにまとめるというつもりは全くさらさらありませ

んので、この点についてのご発言をしたい方がおられればお願いして、その上で次のとこ

ろに移りたいと思います。 

 よろしいでしょうか。投票率、得票率の点については、もう少し具体的な議論を事務局

は期待しておられたかもしれませんが。 

◯Ｃ委員 この件に関しては、これで終わりということになりますか。 

◯Ａ委員 終わりで、次の対象事項のほうに移ろうかなと思っております。 

◯Ｃ委員 結論が出たというわけじゃないような気がするので、それこそ市民の皆様のほ

うでいろいろ議論していただいてもいいのかなと思います。あくまでもこういう意見もあ

ったということで。 

◯行政経営・自治推進担当課長 今、Ｃ先生がおっしゃられたとおり、ここでは意見をま

とめていただくというよりは、今後、市民の方とじっくりと議論するに当たって、いろん

な見方があるんだということを把握していきたいということがございました。予想以上に

ここはいろいろなご意見があることがわかりましたので、それをしっかりとまとめた上で、

また次の議論に進んでいきたいなと思います。 

 あと、この前の代表機関の関与のところも、いろいろな視点をいただけたのかなと思い

ます。当初の事務局の論点の設定の仕方だと、少し切り口が甘かったなという思いもござ

いますので、もう一度いただいたご意見を整理していきたいなと思います。あと、この話

は、執行機関の事務局だけでやっていけるような話ではございません。最初に議会のほう

からこういった提案をいただいて、それが理論的に選択肢として成り立ち得るのかという

ことで今日ご意見をいただきましたけれども、ここにつきましては議会ともいろいろ意見

交換して、さらにそういったご意見をいただきましたということでフィードバックできれ

ばいいのかなと思います。引き続きよろしくお願いいたします。 

◯Ａ委員 それでは、とにかく課題をこなさないといけないものですから、代表機関の関

与と、そして尊重義務の発生要件である住民投票の成立が認められるための要件について

は、今日はここまでとさせていただきたいと思います。 
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３．対象事項 

◯Ａ委員 その次の対象事項について、事務局からご説明をお願いします。 

◯行政経営・自治推進担当課長 それでは、資料２をご覧ください。対象事項でございま

すけれども、これまでの議論とも関係性のある論点かなと思います。 

 ４ページをお開きいただきたいと思います。対象事項をどのように規定するべきかとい

うことで、選択肢としてはざっくりと３つあるのかなと思います。 

 Ａ、「市政に関する重要事項」と規定して、かつ、除外事項を規定する。これが他団体

でも一番多いケースでございます。いわゆるネガティブ・リスト方式と呼ばれているもの

でございます。 

 非常に少ない例でございますけれども、Ｂ、「市政に関する重要事項」とのみ規定する

例もございます。 

 さらにＣ、具体的に項目がわかるように規定する。ポジティブ・リスト方式と呼ばれて

いますけれども、こういったところは今のところないのかなというのが事務局の整理でご

ざいます。 

 ②から④でございますけれども、こういった重要事項に該当するのか、あるいは除外事

項に該当するのかをどのように判断するべきかを正確に考えていかなければいけないなと

思います。 

 ５ページは、自治基本条例 19 条の規定になります。非常にシンプルでございまして、

19 条２項、「市政に関する重要事項（別に条例で定めるものを除く。）」としか書かれてお

りません。 

 ６ページは、廃案となった令和３年度の条例案でございます。構造としましては、１項

で市政に関する重要事項について定義づけた後に、２項で除外事項を１号から６号まで列

挙しております。 

 このときに様々ご意見をいただきましたけれども、その状況を７ページにまとめており

ます。大きく対象事項あるいは除外事項該当性の判断をどういうふうにやるのかという点

についてご意見がございました。もう一つは、市の権限に属さない事項、特にこれに対し

てただし書き、住民全体の意思として明確に表明しようとする場合は除く、除外しないと

いう意味でございますけれども、ここについても相当意見が集中したかなと思います。判

断と、市の権限外でございます。 
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 少しそれを分析してみたのが８ページ以降になります。判断でございますけれども、こ

の図で言うと点線の部分になります。署名を行う前、代表者証明書の交付申請のときに対

象事項に該当するかどうか、住民投票の執行者が行います。令和３年度のときは、執行者

イコール市長としておりましたので、市長が判断する。先ほど、Ｅ先生のご指摘にありま

したけれども、文言の作成、提案の仕方によっては、相当抽象度があれば、市長の判断の

幅が相当あるのではないのかといった趣旨のご指摘もございました。 

 この点につきまして、９ページでございますけれども、司法判断の例を並べております。

こうやって単純に並べるのがよいのかというのもございますけれども、左側は直接請求制

度の場合、右側は条例に基づく住民投票制度に基づく場合でございます。直接請求の場合

は、対象事項の該当性については裁量といいますか、判断の余地がほとんどないのかなと

思います。それに対して、常設型の場合でございますけれども、これは先ほどＣ先生ご指

摘の広島の事件でございます。直接請求よりも、ある程度裁量を広めに認めている。制度

自体が違うという部分はございますが、こういった形で違いが出ているということでござ

います。 

 もう一つ、市の権限外ということでございますけれども、10 ページをご覧いただきた

いと思います。反省的に令和３年度の条文をよくよく見てみると、解釈が相当幅があった

なと考えております。そもそも市政に関する重要事項とは、それから市の権限に属さない

事項といった場合の権限とはといった部分でも幾つかあるんだろう。それを組み合わせて

みると、解釈がなかなか１つには絞り切れない規定の仕方であったなと思います。 

 ここでは、例えばでございますけれども、市政に関する重要事項と、市の公益に関する

事項というのが自治法の規定にございますけれども、これと比べて同じなのか、あるいは

それよりも広いのか。権限についても、決定権限という形で狭く解釈するのか、あるいは

決定権限、意見表明権という形である程度広めに見ていくのか。これら解釈を組み合わせ

ていくと、場合によっては市の公益に関しない事項も対象になり得るという解釈が出てく

るのかな。それだけ解釈の幅があったというところはございます。 

 ある程度範囲を、しっかりとラインを引いていかなければいけないんじゃないのかとい

うのが、事務局の問題意識としてございます。そのときに、どういったラインが考えられ

るか。それが 11 ページ以降でございますけれども、当然条例制定権の範囲があるだろう。

それから、自治法で地域における事務という規定がございましたけれども、それを超える

というのもなかなか難しいんではないか。 
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 12 ページは、地域における事務、第一次地方分権改革で盛り込まれた規定でございま

す。これまでは地方公共団体の事務がかなり詳しく例示規定されておりましたけれども、

それが廃止されて、「地域における事務」と簡潔に規定された。それとあわせて、国と地

方公共団体の役割分担の原則も規定されたところでございます。 

 13 ページ、14 ページでございますけれども、議会、それから執行機関についても、そ

の範囲が画されているんだろう。議会議決権というのは条例で追加ができるので、極めて

広いところでございますけれども、13 ページの②で書いているとおり、例えば国の安全

に関することは基本的に議決事件の除外事項に規定されていたりしますので、一定のライ

ンは考えられるのではないのかと考えております。 

 14 ページが執行機関の義務の範囲。地方公共団体の事務。先ほどの地域における事務

とかなり近いのかなと考えております。 

 その一方で、令和３年度の条例案を考えるときには、他の自治体の例も詳細に調べまし

た。それがどういった状況かというのを、15ページ以降にまとめております。 

 まず、15 ページでございます。パターンＡについて、１、２に分けておりますけれど

も、ある自治体や研究者によっては、パターンＡ－２をポジティブ・リスト方式と呼ぶと

ころもございますので、あえてＡの中で２つに分けております。事務局の理解ではやはり

抽象度があるなということで、ネガティブ・リスト方式に分類をしております。 

 具体的にどういうふうに規定されているのかというのは、16 ページ以降にまとめてお

ります。リーディングケースとなった高浜市の条例と比べて、その後の自治体の規定がど

うなっているのかという形で表をつくっております。 

 少し込み入っていてわかりづらいのですけれども、例えば 16 ページの①をご覧いただ

きたいと思います。高浜市の最初の条例でございますけれども、その第２条、こういうふ

うに規定されております。それの構成要素を分解して、他自治体の規定がどういうふうに

なっているのかというのを整理してみました。点線で囲っているのが、令和３年度の住民

投票条例案とかなり近い部分でございます。特徴としましては、当初、高浜市の場合は、

「市が行う事務のうち」という形で文言を入れておりました。そういった形で、緩い形で

すけれども、範囲を画していたところ、その後の例を見ますと、この文言を取っ払う例が

かなり多かったということでございます。 

 17 ページでございます。場合によってはポジティブ・リスト方式と呼ぶところもある

ということでございますけれども、我孫子の例を書かせていただきました。対象事項を
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（１）（２）（３）と挙げておりますけれども、抽象度がかなり高いのかなと思います。具

体的に掲げるという点で、ポジティブ・リストとは呼びづらいのかなと思っております。 

 除外事項の規定の例としましては、18 ページ以降に整理しております。これも高浜の

例を比較軸としております。例えば（１）「市の権限に属さない事項」でございますけれ

ども、その右側、数字が並んでおります。高浜と同じあるいは類似が 31 団体、この規定

を取っ払っている団体が 12 団体、これにただし書きを加えてバリエーションを増やした

というのが 33 団体という形になっております。これを（１）から（５）まで分析したと

いう表になっております。リーディングケースどおりにいっている項目もあれば、そうで

ない項目もございます。そうでない項目の代表が（１）「市の権限に属さない事項」で、

その後、ただし書きを設ける団体が多かったということでございます。その流れに令和３

年度の条例案も位置づけられるのかなと思います。 

 以上が常設型の規定状況でございます。 

 20 ページ以降は、実際にどういったテーマで住民の方が声を上げたのかということで

ございます。第２回の資料でもお出ししましたが、そのうちの「その他」の内訳が 21 ペ

ージでございます。20 ページの一番下に書かれておりますけれども、常設型住民投票条

例がある自治体で住民発議で行われた請求事例が４例ございました。その件名を書かせて

いただいております。 

 事務局からの資料の説明が長くなってしまいましたが、以上になります。 

◯Ａ委員 それでは、対象事項の書き方のスタイルをどうするかということと、具体的に

文言化するかどうかはともかく、こういうものはだめだよねという切り口からでも結構で

すけど、いかがでしょうか。 

 用語についての了解ですけど、「市が処理する」というのは、市が処理しているという

意味合いが何となくあるのかどうかというのが１つ。それから、「権限に属する･属さない」

ということですが、用語として権限というのは、憲法及び国の法令上禁止されていないも

のが権限なのか、現に市が制度として持っている権限なのかというあたりが、議論すると

幾らでも議論できると思うんですけど、これまでの議論の中での了解事項があったのかど

うか。 

◯行政経営・自治推進担当課長 その点について、しっかりとした了解事項があったかと

言えば、そこまではなかったと思います。どちらかというと、権限イコール決定事項のよ

うなイメージで議論はされていたのかなと思います。 
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 先ほどの説明でちょっと飛ばしてしまったんですけれども、資料の訂正がございます。

14 ページでございます。「地方自治法第 138 条の２」と書かれておりますけれども、最近、

法改正がございまして、そこを追い切れておりませんでした。地方自治法第 138条の２の

２が正しいところでございます。それ以下の規定は変わっておりません。138 条の２の２

と訂正させていただきます。 

◯Ａ委員 今のご説明で、権限というのは決定事項である、決定事項でないものは、権限

に属するかどうかではなくて、そもそも問題にしないということなんですかね。たとえば、

議会は地方自治法上、意見書提出権があり、文言上はその対象についてはっきりした限定

はされてないけれど、市の権限との関係ではどうなるのか。 

◯行政経営・自治推進担当課長 先ほどの説明でちょっと言葉足らずだったと思うのです

けど、市の権限といった場合の権限は何ぞやということを深くまでは掘り下げられていな

かったのかなと思います。その後の条例案が提案されて、そこでの議論を見ますと、権限

イコール決定、市に決定権限がないのにという形の意見が多かったのかなと思います。た

だ、事務局として、そのやりとりも含めて振り返って見ると、確かに権限は決定権限だけ

に限定して考えていいのか。実際に意見書提出権という形で、決定権限がない事項につい

ても意見表明はできるところでございますので、権限とは何ぞやというところを、答えが

出るかわからないのですけれども、しっかりとそこは考えなければいけないのかなという

ことで、今日はこういった形で書かせていただきました。 

◯Ｄ委員 適切な議論かどうかはちょっとわかりませんけれども、例えばここでも非核平

和都市宣言でしたか、核を持ち込まない、核を持たせないという形を武蔵野市も宣言して

いるということがあります。これは長崎と広島の流れからいろいろと他の自治体にも広が

ってきたものだと思います。実はドイツにおいては、そんなことをやっていいのかとか、

そういった議論がかなりありまして、そもそも外交なり防衛に関することに関しては、意

見表明や宣言などもやっていいのかという問題があるわけですね。 

 これは先ほどのアジェンダの提出のところでもちょっと思ったところなんですけれども、

この自治体に何らかの施設を建てるという形になって、実際にその案件が目の前にあるも

のであったら、それは住民投票にもかけやすいと思うのですけれども、そうじゃなくて、

実は水面下で行われているかもしれないとか、将来的にこんなものは絶対欲しくないよと

いうことを、住民投票でこういった形の宣言をしてくださいということは果たしていいの

かという議論は確かにあり得ると思うんですね。ただ、それをどういうふうに解釈してい
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くかということですけど、どのレベルであればいいよという形で話を進めていけるのか。

ただ、そうだとすると、結局、尊重とかそういった形で、拘束力がないのだから何でもあ

りだという話にもなってきそうですので、そういった司法であるとか外交であるとか、通

貨や貨幣でも何でもいいんですけれども、自治体にはそもそも権限がないという事項に関

して意見表明などをするということが果たしてあり得るのかという論点はあるのかなと感

じております。 

◯Ａ委員 いろいろご意見があるかと思いますけど、今の非核都市ですね、核はよくない

よねということについて、賛成ですか、反対ですかと聞くのと、うちの市は非核宣言都市

であるという宣言をしましょうというふうに住民投票対象を言語化するのとでは、違いま

すよね。 

◯Ｄ委員 核だと、より賛成票を得られやすいと思うんですけれども、例えば防衛関係と

いう形になったときに、我が自治体に関してはそういった防衛に関する施設は置かないよ

と宣言することができるかということになると、よりわかりやすくなってくるのではない

かなと思うんです。 

◯Ａ委員 細かく言うと、絶対に核兵器関連施設は置かせないというのと、核兵器廃絶に

市として努力するというのとでは、また違いますよね。 

◯Ｄ委員 原発に関しても、核という形であれば、原発の誘致も反対するという形での議

論には発展し得ると思うんですね。 

◯Ａ委員 住民としてではなくて、市として何らかの意思表明をすることを住民が住民投

票で要求するというわけです。市がそのような表明をする、核兵器反対、核兵器は認めま

せんということを言うのは、いいのではないか。将来、何か事情が変わってきたら、そこ

はまたあらためて方針を考えればいいわけですし。今この時点でそういう宣言をしましょ

うよという提案をする、それについて賛否を問うというのは、投票対象としては成り立ち

得ると思うんだけど。 

◯Ｄ委員 成り立ちうると考えるとしても、それははっきり言って国の専決事項だと思う

んですね。 

◯Ａ委員 国がこういう決定をしてはいけない、ということを住民投票で決めることはで

きない。それは恐らく市の権限に属さない事項の典型だと思うんですね。でも、当市は核

兵器には反対ですという声明を出すことは、その意味での権限外ということとは、少なく

とも同じではないですね。 
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◯Ｃ委員 そうすると、例えば議会の議決でいろいろな国の政策に対しての意見表明とか、

それぞれの議会で議決を行ったりしますが、そういったものの一環だと考えればよろしい

んですかね。 

◯Ａ委員 自治体としての市は、市という地域をあずかるわけですから、地域のあり方と

して、そういう地域であることを市の方針とし、その意思表明をすることは、地域におけ

る事務とは言えるんだろうと思うんです。 

◯Ｂ委員 今のような議論があるとは思うし、そこは排除はあまりする必要はないんだろ

うと思うんですが、住民投票条例の意義という点で言うと、本当だったら市民が決めたこ

とを自治体が行うということについて、きちっと影響を及ぼすことができる制度にするほ

うが、そういう使い方をするほうが望ましいのかなとは思うんですね。 

 ですから、どういう文言にするかは別として、住民投票の条例の対象としては、望まし

いのは自分たちで決めて、自分たちで実施できることを行うというのに使うのがいいとい

う考え方が１つあるのかな。もちろん、それは基本にしつつも、ある表明をするという部

分で使うことを排除する必要はないと思うんだけれども、私の感じでは、できれば住民投

票というのは、市が市民の決定に基づいて実際に行って効果を出せることができるような

ものに活用されていくのが望ましいなという気がします。どういうふうに組み込むかはち

ょっとわからないのですけども。 

◯Ａ委員 それは全くおっしゃるとおりで、市が住民の福祉のためにできることをやらせ

るというのが一番望ましいというか、それが本来一番期待される住民投票対象事項のパタ

ーンだろうと思うんです。では、そういう話とは全然違うと見られるようなケースについ

て、どう考えるか。そのような事項を対象事項から除外することにするのか。それとも、

そんなことで住民投票をして市の予算を使うのは無駄だということで署名が集まらないだ

ろう、あるいはそのような説得の活動が行われることになるかもしれない、それはそれで

よいと考えるか。さらに、さっきの話で言えば、投票段階にまでいっても、そもそもそう

いう種類のことに賛成か反対かと目くじらを立てるのは意味がないからやめましょうよと

いう、ボイコットと言うとちょっと角が立つのかもしれませんが、そういうことになって

いく可能性もある。そのように事実上成立まで行きにくくするファクターもあり得る、そ

ういうレベルの話なのかもしれないということですよね。 

◯Ｂ委員 これは後の議論と関連してくるのですけど、今みたいな外交問題とかそういう

ところまで広げちゃうと、住民投票の資格の問題に響いてくると思うんですね。だから、
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住民として一緒に暮らしていて、そこの問題についてだから、外国人であろうが誰だろう

が、資格を持つべきだろうという考え方と、それを超えたような話も頻繁に出てくるよう

な住民投票だったら、やっぱり国としての国籍を持った人に限定すべきだ、そういう議論

に連動してくると思うので、対象の絞り方というか、それは非常に重要な点になるなと思

いますね。 

◯Ｄ委員 まさに対象事項と投票資格者ということを視点に入れた上で、Ｂ先生がおっし

ゃったようなところなんですけれども、そもそもの住民投票条例というのが、1980 年代、

90 年代では、まさに国の国策や公共事業に対してノーという形で使われていた。2000 年

以降は、若干自治体の権限内で完結するところにシフトが移ってきたというところは確か

にあるんですけれども、そうは言っても 2000 年以降でもまだ国の政策に対する反対の意

思表明的な住民投票の使われ方はあるので、それをどのように考えるかということにはな

ると思います。ただ、投票権者との関係で言うと、ここのところは緻密に考えていくべき

だろうなと、そのように思います。 

◯Ｃ委員 ここで言うべきかどうかというのはちょっと考えたんですけど、１つ気になる

動きというか、核のごみを受け入れるか受け入れないかというので、首長がそれを判断す

るというところで随分悩んでいる自治体があるのですが、そういうものが住民投票の対象

になるのかどうか。本来であれば、それこそ首長としては住民の皆さんに決めてください

という気持ちもあるかと思うし、議会のほうでも決まらないということになるかと思うん

ですが、そもそもそういうものを対象に設定しておくというのはどうなんですか。それが

必要なのか、そこまで考える必要はないのか。ある意味、国の政策に関係することだけれ

ども、自治体が受け入れるか受け入れないかということに関して、住民投票で判断すると

いうことは制度のつくりとしてはあってもおかしくないのかなと思うんですけど、いかが

でしょうか。 

◯Ａ委員 高レベル廃棄物処分に関する法律のたてつけから言えば、市は、手を挙げるか

挙げないかを自分で決められるわけですね。だから、それは市の権限に属さない事項とは

言えないと思うんです。その一方で、そういう仕組みのないいろんな大型施設もあるわけ

で、自衛隊基地にしたって米軍基地にしたって基本的にはそうでしょう。国の施設、ある

いは民間の施設でもあり得る。そういうものでも、たとえば国なりどこかの企業なりがこ

こに立地しようということについて、市としては反対である、協力もしません、というこ

とはあり得るわけですね。そのような場合に、協力するな、あるいは、市有地の利用につ
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いて便宜を図るようなことをしてはならないといったことが住民投票の対象として問題に

なる、そういうことはありますよね。 

◯Ｂ委員 これもちょっと思いつき程度になっちゃうのですけど、できる・できないで考

えていると、かえってややこしいのかなという気がしてきて、むしろ自治体や市民に甚大

な影響を与えるものについての政策決定については、できる・できない関係なく住民投票

の対象にして、せめて意見表明をするということで使う部分があってもいいような気がし

ます。権限で絞っていくと何か間違えるような感じが、今の話を聞いていてだんだん思っ

て、影響が大きいというか、影響を及ぼすところの問題、権限よりもむしろそっちに、権

限はもちろん関係してくるのですけど。 

 今聞いててちょっと思ったのは、できる・できないに限定しちゃうと、すごい影響は受

けるんだけれども、できないことに対しては何も言えなくなっちゃうというのはおかしい

ような気もするので、その辺、少し工夫が必要なのかなという気がしました。 

◯Ｅ委員 この対象事項というのは、先ほど言ったように、市長がブロックできる要件と

しての意味合いもかなり大きいので、ここできつい限定をかけると、市長がブロックをす

る機会がかなり多くなるということは考えたほうがいいと思います。そうすると、今、Ｂ

先生がおっしゃったように、できる・できないという軸で絞り過ぎてしまうのはあまり適

切ではないように思いました。 

 例えば防衛に関する事項についても、今、市には権限はないんだけど、こういう権限を

持たせてくれないと危なくて、こういう施設は受け入れられないよという意見表明を市と

してしなくてはいけない場面もあるように思います。たしか相模原市に米軍施設があって、

そこで火災が起きたときに消防が入れない。地位協定でそういうルールになっているから、

ふだんの行政とは違う制約がかかるわけですけれども、そのときに相模原市の市長がおっ

しゃっていたのは、こういう仕組みでは自治体として困るので、地位協定の改定をして、

市にもきちんと消防に関する権限を持たせてほしいという意見を表明されていました。そ

れはその時点での市の権限には属していないのかもしれないけれども、国に対して問題提

起をする自治体としての十分な問題提起であったと思いますので、そうすると、例えば防

衛に関することを除外するとはっきり書いてしまうのもあまりよくないので、対象事項に

ついては広く見た上で、署名集めの要件等のところで、市民の判断で、良識で、それを絞

り込んでもらうという発想のほうがうまく機能するのではないかと思いました。 

◯Ａ委員 あともう一つ、思いつきですけれど、事項的に絞る話と、書き方に注文をつけ
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るということがあるかなと思うんですね。適切な具体例が浮かばないのですけど、こうい

う提案で賛成多数で尊重義務が生じてしまったら、それがいろんな意味で市の行政を縛っ

てしまう可能性があって、それは困る、対象を具体的にしてくださいよと。そういう発想

が一つあるのかなという気はしました。これも訴訟で言えば、訴えがあまり抽象的な訴え

だと、両当事者にとって、将来、困ったことになりうるので、それは訴えとしてだめだよ

というのと似たような話かなと。 

◯Ｅ委員 それは例えば何か儲かることみたいな、そういう抽象的な言い方をされて投票

されると非常に困るみたいな、そういう話ですか。 

◯Ａ委員 政策方針として、こういう方針で行くということを住民投票で確定されてしま

うと、それがいろんな縛りになってしまう。あれもだめか、これもだめか、とか。あるい

は、別の言い方をすれば、住民投票の結果の尊重といっても一体何を尊重しろというのか

がはっきりしないとなると、これは混乱のもとだということもあるのかなと。具体例を挙

げられないので申しわけないですけど。 

 対象事項について、残り時間があまりないのですけど、いかがでしょうか。 

◯Ｃ委員 対象事項は、今お話を伺っていると、かなり限定したほうがいいという考えと、

いや、そうじゃなくて、かなりルーズにしておいたほうがいいということがあるような感

じがするのですが、どちらもそれぞれのメリット・デメリットがあると思うんです。あま

りルーズにすると、先ほどおっしゃられたように、混乱する、将来に禍根を残すというこ

とにもなりかねないかと思うのですが、ここにもありますように、例えば議会の議決権の

範囲内だということに限定する、市のことなんだから限定するという方向性は、これまで

の検討はされてこなかったんですか。そういう検討はどうだったのでしょうか。 

◯行政経営・自治推進担当課長 令和３年度の条例案において、事務局内での検討という

ことであれば、そういった検討はなかったと思いますが、今の問題意識としては近いかな

と思います。それなりの重みがある尊重義務を長なり議会に課すに当たって、そもそも長、

議会の権限外のことを尊重せよというのもかなり酷なんではないかという問題意識もござ

いまして、例えば議会の議決権の範囲に絞るというのは、選択肢としてはありなのかなと

思っております。 

◯Ａ委員 私がさっき言ったのは、個々のケースにおいて、請求者が対象事項を具体的に

フォーミュレートするときに、抽象的な言葉ではまずいでしょうということを市長が言え

るようにしたらどうかということでして、その前提としては、条例における対象事項の決
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め方はやや緩めに、という感じになるのかなと思います。 

 それでは、まだまだあるかもしれませんが、今日はこの程度にしたいと思います。積み

残しの可能性がある事項については次回もう一度時間をとることも考えていただければと

思います。 

 

４．次回以降の予定 

◯Ａ委員 それでは、次回以降の予定を。 

◯行政経営・自治推進担当課長 それでは、資料３をご覧いただきたいと思います。今日、

様々ご意見をいただきましたので、事務局のほうで整理をいたしまして、次回、お示しを

していきたいなと思います。 

 これまで年明けの予定がまだ決まっておりませんでしたが、先生方と日程調整をさせて

いただきまして、１月と２月の日程が定まりました。場所は全て市役所を予定しておりま

す。どの会議室でやるかというのは調整中でございます。 

 それから、12 月の第５回でございますが、当初予定の会場から変更になりました。市

役所 412会議室、ここになります。次回でございますけれども、今回の続きプラス、投票

資格者等についても取り上げていったほうがいいのかなと考えております。第２回の目的

の議論のところでもこの話は出ましたし、重要な論点を先にさらって、その上でさらにそ

の相互関係も議論いただくという流れがよろしいかなと思いますので、そういった方向で

準備をさせていただければと思います。 

 資料３については以上でございます。 

  

５．その他 

◯Ａ委員 「その他」はいかがですか。 

◯行政経営・自治推進担当課長 ございません。 

◯Ａ委員 それでは、今日の懇談会はこれで終わりにしたいと思います。どうもお疲れさ

までした。 

 

午後８時 1分 閉会 


